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令和６年第３回 

宮代町議会定例会議案書 



議案番号 件      名      等 頁 

   

議案第３７号 専決処分の承認を求めることについて １ 

議案第３８号 令和５年度宮代町一般会計歳入歳出決算の認定について ３ 

議案第３９号 令和５年度宮代町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定

について 

４ 

議案第４０号 令和５年度宮代町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて 

５ 

議案第４１号 令和５年度宮代町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定

について 

６ 

議案第４２号 令和５年度宮代町水道事業会計利益の処分及び決算の認定に

ついて 

７ 

議案第４３号 令和５年度宮代町下水道事業会計利益の処分及び決算の認定

について 

８ 

議案第４４号 宮代町税条例の一部を改正する条例について ９ 

議案第４５号 宮代町国民健康保険条例の一部を改正する条例について １１ 

議案第４６号 宮代町水道事業給水条例の一部を改正する条例について １３ 

議案第４７号 埼玉県後期高齢者医療広域連合規約の変更について １６ 

議案第４８号 町道路線の認定について １８ 

議案第４９号 宮代町教育委員会の委員の任命につき同意を求めることに

ついて 

１９ 

議案第５０号 宮代町固定資産評価審査委員会の委員の選任につき同意を

求めることについて 

２０ 

議案第５１号 人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて ２１ 

議案第５２号 令和６年度宮代町一般会計補正予算（第２号）について ２２ 

議案第５３号 令和６年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）に

ついて 

２３ 

   



議案番号 件      名      等 頁 

   

議案第５４号 令和６年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）について ２４ 

議案第５５号 令和６年度宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

について 

２５ 

議案第５６号 令和６年度宮代町水道事業会計補正予算（第１号）について ２６ 

議案第５７号 令和６年度宮代町下水道事業会計補正予算（第１号）について ２７ 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   



１ 

議案第３７号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

令和６年度宮代町一般会計補正予算（専決第１号）について、別紙のとおり専決

処分したので、その承認を求める。 

 

  令和６年８月２９日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 落雷被害を受けた役場庁舎防火設備を緊急に修繕する必要が生じたことから、令和

６年度宮代町一般会計予算に１，７６０万円を追加し、総額を１３４億３，３８２万

３，０００円とすることについて専決処分をしたので、地方自治法第１７９条第３項

の規定により、この案を提出するものである。 

 
 



２ 

 

 

専 決 処 分 書 

 

 次の事項について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の

規定により、専決処分する。 

 

   令和６年度宮代町一般会計補正予算（専決第１号）（別冊） 

 

  令和６年８月７日 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 



３ 

議案第３８号 

 

   令和５年度宮代町一般会計歳入歳出決算の認定について 

 

令和５年度宮代町一般会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて認定に付

する。 

 

  令和６年８月２９日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 令和５年度宮代町一般会計歳入歳出決算を歳入合計１３６億３，０５４万９，４２６円、

歳出合計１２４億１，７９５万２４９円とすることについて、地方自治法第２３３条

第３項の規定により、この案を提出するものである。 

 



４ 

議案第３９号 

 

   令和５年度宮代町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 令和５年度宮代町国民健康保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付

けて認定に付する。 

 

  令和６年８月２９日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 令和５年度宮代町国民健康保険特別会計歳入歳出決算を歳入合計３３億４，２３７万

８，５８０円、歳出合計３２億６，４３５万５，７４２円とすることについて、地方自

治法第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。 

 



５ 

議案第４０号 

 

   令和５年度宮代町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 

 

 令和５年度宮代町介護保険特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて

認定に付する。 

 

  令和６年８月２９日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 令和５年度宮代町介護保険特別会計歳入歳出決算を歳入合計３３億４，５２４万

２，９４９円、歳出合計３２億１，７８８万５０５円とすることについて、地方自

治法第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。 

 



６ 

議案第４１号 
 
   令和５年度宮代町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 
 
 令和５年度宮代町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を

付けて認定に付する。 
 
  令和６年８月２９日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 令和５年度宮代町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算を歳入合計６億２，８９２万

４，８７８円、歳出合計６億２，５１４万９，２９８円とすることについて、地方

自治法第２３３条第３項の規定により、この案を提出するものである。 
 



７ 

議案第４２号 
 
   令和５年度宮代町水道事業会計利益の処分及び決算の認定について 
 
 令和５年度宮代町水道事業会計利益の処分及び決算を別紙監査委員の意見を付け

て認定に付する。 
 
  令和６年８月２９日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 令和５年度宮代町水道事業会計利益の処分として、未処分利益剰余金２億７，２４１万

４，７５４円のうち、１億９，１１５万３，０００円を資本金に、８，１２６万

１，７５４円を建設改良積立金に積み立てるとともに、令和５年度宮代町水道事業

会計決算を収益的収入７億８，８１７万９，３８９円（税抜き）、収益的支出７億

６９１万７，６３５円（税抜き）、資本的収入３億６，８１４万９，２０３円（税

込み）、資本的支出６億６，１６９万２，１１８円（税込み）とすることについて、

地方公営企業法第３２条第２項及び第３０条第４項の規定により、この案を提出す

るものである。 
 



８ 

議案第４３号 

 

   令和５年度宮代町下水道事業会計利益の処分及び決算の認定について 

 

 令和５年度宮代町下水道事業会計利益の処分及び決算を別紙監査委員の意見を付

けて認定に付する。 

 

  令和６年８月２９日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 令和５年度宮代町下水道事業会計利益の処分として、未処分利益剰余金１億

３，８９９万７，３９０円のうち、６，２９５万９，３６０円を資本金に、７，６０３万

８，０３０円を減債積立金に積み立てるとともに、令和５年度宮代町下水道事業会計

決算を収益的収入１１億１，６１０万３，３３７円（税抜き）、収益的支出１０億

４，００６万５，３０７円（税抜き）、資本的収入３億３，７５５万４，２００円

（税込み）、資本的支出４億７，４３０万９，１４３円（税込み）とすることにつ

いて、地方公営企業法第３２条第２項及び第３０条第４項の規定により、この案を

提出するものである。 

 



９ 

議案第４４号 
 
   宮代町税条例の一部を改正する条例について 
 
 宮代町税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 
 
  令和６年８月２９日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 地方税法等の一部を改正する法律が公布されたことに伴い、宮代町税条例の一部

を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出

するものである。 
 



１０ 

   宮代町税条例の一部を改正する条例 

 宮代町税条例（昭和３１年宮代町条例第４号）の一部を次のように改正する。 

 第５６条中「第６４条第４項」を「第１５２条第５項」に改める。 

 附則第４条の２を削る。 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、附則第４条の２を削る改正

規定は、公益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）の施行の日の属する年の翌

年の１月１日から施行する。 

 



１１ 

議案第４５号 
 
   宮代町国民健康保険条例の一部を改正する条例について 
 
 宮代町国民健康保険条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 
 
  令和６年８月２９日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一

部を改正する法律による国民健康保険法の一部改正に伴い、宮代町国民健康保険条

例の一部を改正したいので、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この

案を提出するものである。 
 



１２ 

   宮代町国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 宮代町国民健康保険条例（昭和３４年宮代町条例第３号）の一部を次のように改正

する。 

 第１１条中「第９項」を「第５項」に、「若しくは虚偽」を「又は虚偽」に改め、

「又は同条第３項若しくは第４項の規定により被保険者証の返還を求められてこれ

に応じない場合」を削る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年１２月２日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前にした行為及び行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律等の一部を改正する法律の一部の施行に伴う関

係政令の整備等及び経過措置に関する政令（令和６年政令第２６０号）第９条の規

定によりなお従前の例によることとされる場合におけるこの条例の施行の日以後

にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 



１３ 

議案第４６号 
 
   宮代町水道事業給水条例の一部を改正する条例について 
 
 宮代町水道事業給水条例の一部を改正する条例を別紙のとおり提出する。 
 
  令和６年８月２９日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 水道法等の一部改正に伴い、宮代町水道事業給水条例の一部を改正したいので、

地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、この案を提出するものである。 
 



１４ 

   宮代町水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 宮代町水道事業給水条例（平成１０年宮代町条例第１０号）の一部を次のように改

正する。 

 第３条及び第３４条中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に改める。 

 第４３条第１号及び第２号を次のように改める。 

（１）学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。以下同

じ。）において土木工学科を修めて卒業した後、１年６箇月以上水道に関する技

術上の実務に従事した経験を有する者 

（２）学校教育法による大学又は旧大学令による大学において機械工学科若しくは電

気工学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後、２年以上水道に関する

技術上の実務に従事した経験を有する者 

 第４３条第３号中「高等専門学校」の次に「（次号において「短期大学等」という。）」

を加え、「５年」を「２年６箇月」に改め、同条第８号中「１年」を「６箇月」に改め、

同号を同条第１０号とし、同条第７号中「第１号若しくは第２号に規定する課程及び

学科目又は第３号若しくは第４号」を「第１号から第６号まで」に改め、「又は学科

目」を削り、同号を同条第９号とし、同条第６号中「２年」を「１年６箇月」に改め、

同号を同条第８号とし、同条第５号中「１０年」を「５年」に改め、同号を同条第７

号とし、同号の前に次の１号を加える。 

（６）高等学校等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修めて

卒業した後、４年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

 第４３条第４号中「中等教育学校」の次に、「（次号において「高等学校等」とい

う。）」を加え、「７年」を「３年６箇月」に改め、同号を同条第５号とし、同条第３

号の次に次の１号を加える。 

（４）短期大学等において機械科若しくは電気科又はこれらに相当する課程を修めて

卒業した後、３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

 第４３条に次の１号を加える。 

（１１）建設業法施行令（昭和３１年政令第２７３号）第３４条第１項及び第２項の

規定による土木施工管理に係る１級の技術検定に合格した者であって、１年６箇

月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

 第４４条第１号を次のように改める。 

（１）前条第１号、第３号又は第５号に規定する学校において土木工学科若しくは土

木科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した後（学校教育法による専門職大

学の前期課程にあっては、修了した後）、同条第１号に規定する学校を卒業した

者については１年６箇月以上、同条第３号に規定する学校を卒業した者（同法に

よる専門職大学の前期課程にあっては、修了した者）については２年６箇月以上、

同条第５号に規定する学校を卒業した者については３年６箇月以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者 

 第４４条第２号中「及び第４号」を「又は第５号」に改め、「土木工学以外の」を削



１５ 

り、「に関する学科目又はこれらに相当する学科目」を「の課程又はこれらに相当す

る課程（土木工学科及び土木科並びにこれらに相当する課程を除く。）」に、「４年」

を「２年」に、「６年」を「３年」に、「同条第４号」を「同条第５号」に、「８年」

を「４年」に改め、同条第３号中「１０年」を「５年」に改め、同条第４号中「第４

号」を「第５号」に、「学科目」を「課程」に、「５年」を「２年６箇月」に、「７

年」を「３年６箇月」に、「同条第４号」を「次号」に、「９年」を「４年６箇月」

に改め、同条第５号中「第２号」を「第１号若しくは第２号」に、「学科目」を「課

程」に改め、同条第６号中「厚生労働大臣」を「国土交通大臣及び環境大臣」に改め、

同条に次の２号を加える。 

（７）技術士法第４条第１項の規定による第２次試験のうち上下水道部門に合格した

者（選択科目として上水道及び工業用水道を選択したものに限る。）であって、

６箇月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

（８）建設業法施行令第３４条第１項及び第２項の規定による土木施工管理に係る１

級の技術検定に合格した者であって、１年６箇月以上水道に関する技術士の実務

に従事した経験を有する者 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第４３条及び第４４条（同条第６号

中「厚生労働大臣」を「国土交通大臣及び環境大臣」に改める部分を除く。）の改正規

定は、令和７年４月１日から施行する。 

 



１６ 

議案第４７号 
 
   埼玉県後期高齢者医療広域連合規約の変更について 
 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９１条の３第１項の規定により、埼

玉県後期高齢者医療広域連合規約を次のとおり変更することについて議決を求める。 
 
  令和６年８月２９日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の一

部を改正する法律による高齢者の医療の確保に関する法律の一部改正に伴い、埼玉

県後期高齢者医療広域連合規約を変更することについて協議するため、地方自治法

第２９１条の１１の規定により、この案を提出するものである。 
 



１７ 

   埼玉県後期高齢者医療広域連合規約の一部を変更する規約 

 埼玉県後期高齢者医療広域連合規約（平成１９年指令市第２０７９号）の一部を次

のように変更する。 

 別表第１中「被保険者証及び資格証明書」を「資格確認書等」に改める。 

   附 則 

 この規約は、令和６年１２月２日から施行する。 

 



１８ 

議案第４８号 
 
   町道路線の認定について 

 

 次のとおり町道路線を認定することについて、議決を求める。 

 

整理

番号 
路線名 

起  点 重要な 

経過地 終  点 

１ 第１６５７号線 
宮代町字川端２８８番３地先 

 
宮代町字川端２８９番２地先 

 

  令和６年８月２９日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 字川端地内の開発行為に伴い町に帰属された開発道路を町道路線に認定したい

ので、道路法第８条第２項の規定により、この案を提出するものである。 
 



１９ 

議案第４９号 
 
   宮代町教育委員会の委員の任命につき同意を求めることについて 
 
 次の者を宮代町教育委員会の委員に任命することについて同意を求める。 
１ 住  所                      
２ 氏  名  大 和 田 由 梨 
３ 生年月日              
 
  令和６年８月２９日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 新たに大和田由梨氏を教育委員会の委員に任命したいので、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律第４条第２項の規定により、この案を提出するものである。 
 



２０ 

議案第５０号 
 
   宮代町固定資産評価審査委員会の委員の選任につき同意を求めることについて 
 
 次の者を宮代町固定資産評価審査委員会の委員に選任することについて同意を求

める。 
１ 住  所                       
２ 氏  名  岡 野 裕 美 子 
３ 生年月日             
 
  令和６年８月２９日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 現固定資産評価審査委員会の委員である岡野裕美子氏を引き続き委員に選任した

いので、地方税法第４２３条第３項の規定により、この案を提出するものである。 
 



２１ 

議案第５１号 
 
   人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 
 
 次の者を人権擁護委員の候補者として推薦することについて意見を求める。 
１ 住  所                    
２ 氏  名  稲 山 貞 幸 
３ 生年月日             
 
  令和６年８月２９日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 現人権擁護委員である稲山貞幸氏を引き続き人権擁護委員に推薦したいので、

人権擁護委員法第６条第３項の規定により、この案を提出するものである。 
 



２２ 

議案第５２号 

 
   令和６年度宮代町一般会計補正予算（第２号）について 

 
 令和６年度宮代町一般会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年８月２９日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 前年度決算に伴う繰越金の確定並びに決算剰余金の積立のほか、普通交付税の確

定、職員の人事異動及び共済組合負担金率の確定等に係る人件費補正、新型コロナ

ウイルスワクチン接種の事業実績確定に伴う国庫支出金の返還金等、令和６年度宮

代町一般会計予算に７億３２２万１，０００円を追加し、総額を１４１億３，７０４万

４，０００円とすることについて、地方自治法第２１８条第１項の規定により、この

案を提出するものである。 

 



２３ 

議案第５３号 

 

   令和６年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）について 

 

 令和６年度宮代町国民健康保険特別会計補正予算（第２号）を別冊のとおり提出

する。 

 

  令和６年８月２９日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 人件費補正及び国民健康保険事業費納付金の確定に伴う一般会計繰入金の補正並

びに前年度決算剰余金の精算等に伴い、令和６年度宮代町国民健康保険特別会計予

算に７，９４５万８,０００円を追加し、総額を３３億９，６２３万円とすることに

ついて、地方自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するものである。 

 



２４ 

議案第５４号 

 

   令和６年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）について 

 

 令和６年度宮代町介護保険特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 

 

  令和６年８月２９日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 人件費補正、前年度繰越金の確定及び国県負担金の精算等に伴い、令和６年度宮代

町介護保険特別会計予算に１億２，６６６万円を追加し、総額を３５億２，６８３万

７，０００円とすることについて、地方自治法第２１８条第１項の規定により、この

案を提出するものである。 

 



２５ 

議案第５５号 

 

   令和６年度宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）について 

 

 令和６年度宮代町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提

出する。 

 

  令和６年８月２９日提出 

 

宮代町長 新 井 康 之    

 

 

      提 案 理 由 

 人件費補正及び前年度決算剰余金の精算等に伴い、令和６年度宮代町後期高齢者医

療特別会計予算に５０７万円を追加し、総額を７億２，４９６万１，０００円とする

ことについて、地方自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するもので

ある。 

 



２６ 

議案第５６号 
 
   令和６年度宮代町水道事業会計補正予算（第１号）について 

 
 令和６年度宮代町水道事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 
 
  令和６年８月２９日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 人事異動及び共済組合負担金率の確定に伴い、令和６年度宮代町水道事業会計予算

第３条予算について、収益的支出を４８８万１，０００円減額することについて、

地方自治法第２１８条第１項の規定により、この案を提出するものである。 

 



２７ 

議案第５７号 
 
   令和６年度宮代町下水道事業会計補正予算（第１号）について 

 
 令和６年度宮代町下水道事業会計補正予算（第１号）を別冊のとおり提出する。 
 
  令和６年８月２９日提出 
 

宮代町長 新 井 康 之    
 
 
      提 案 理 由 
 人事異動及び共済組合負担金率の確定等に伴い、令和６年度宮代町下水道事業会計

予算の第３条予算について、収益的収入及び収益的支出を１６３万３，０００円追加

するとともに、令和５年度決算の確定に伴い、第４条予算について、資本的収入を１，

６２０万３，０００円減額することについて、地方自治法第２１８条第１項の規定に

より、この案を提出するものである。 

 


